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2024年 2 月 16日 

福岡金融・経済記者クラブ 各位 

一般社団法人 九州経済連合会 

 

 

九州経済四団体による構造的な賃上げに関する共同宣言について 

 

 

 九州経済四団体（一般社団法人九州経済連合会、九州商工会議所連合会、九州経済

同友会、九州経営者協会）は、構造的な賃上げによる経済好循環の実現に向けて、別

紙のとおり、共同宣言を発出いたします。 

 

今後、九州経済四団体が結束して、 

①「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（内閣官房及び公正取引委

員会、2023年 11月）の遵守徹底   

②「パートナーシップ構築宣言」の趣旨の徹底と、宣言への参画 

を会員企業等に広く呼びかけるとともに、 

③適正価格での最終消費者への提供について社会全体の理解のより一層の促進 

など、賃上げを行う企業を支援する九州地域の各県と協働しながら取り組んでまいり

ます。 

 

※本件につきましては、九州の 4 つの経済団体（九経連、九商連、九同友、九経協）

から同様のプレスリリース、あるいはHP掲載等を行いますので予めご了承ください。 

 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】経営企画室：久保、森内（TEL：092-761-4261） 
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「構造的な賃上げによる経済好循環の実現に向けて」 

～九州経済四団体共同による取引適正化への取り組み～ 
 

 

   一般社団法人九州経済連合会  会   長  倉富 純男 

    九 州 商 工 会 議 所 連 合 会   会   長  谷川 浩道 

九 州 経 済 同 友 会  代表委員  青柳 俊彦 

  九 州 経 済 同 友 会  代表委員  瓜生 道明  

九 州 経 営 者 協 会  会   長  倉富 純男 

 

 

九州経済は、TSMC の熊本進出を契機とする旺盛な半導体関連投資をはじめ、好調

な輸出やインバウンド需要の回復等により、力強い成長軌道に入っている。特に、2024

年度の民間企業設備投資額は、前年度比＋６．１％と、2015 年度以来の高い上昇率に

なると予測されており、九州の経済成長率は全国の成長率を上回る見通しである。 

 

一方で、世界的なエネルギー・原材料価格の上昇、円安を背景に、幅広い品目で物価

が上昇しており、個人消費の伸びを抑制している。 

 

今後、成長と分配の好循環を九州全域の幅広い業種において実現するためには、DX

による生産性向上や省力化など自己変革に挑戦し、サプライチェーン全体で付加価値向

上を図るとともに、全従業員数の約８割を雇用する中小企業での賃上げが不可欠であ

る。中小企業が深刻な人手不足や円安等に伴うコスト増などに打ち克てるよう、適正価

格の取引の実現により、賃上げの原資を持続的に確保できるかが鍵となる。 

 

しかし、政府の調査では、価格転嫁は十分に進んでいないのが実情である。特に、大

多数の中小企業は、エネルギー価格や労務費の価格転嫁が進んでおらず大変厳しい状

況に置かれている。これを受け、公正取引委員会等は、昨年 11 月、「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針（１２の行動指針）」を公表し、取引適正化への環境整

備を進めている。 

 

このような状況において、一段の取引適正化への取組みを推進すべく、我々九州経済

四団体は、「１２の行動指針」の遵守の徹底と本年 1 月 17 日付けで日本経済団体連合

会、日本商工会議所及び経済同友会連名で出された「構造的な賃上げによる経済好循

環の実現に向けて」の共同要請について、結束して取り組んでいく。特に、サプライチェ

ーン上位の大企業、中堅企業を中心に、各団体が「パートナーシップ構築宣言」の趣旨の

徹底と、宣言への参画を呼びかけていく。 また、適正価格での最終消費者への提供につ

いて社会全体の理解をより一層促進することなど、賃上げを行う企業を支援する九州

地域の各県と協働しながら取り組んでいく。 

以 上 
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構造的な賃上げによる経済好循環の実現に向けて 

～価格転嫁など取引適正化の推進～ 

 

２０２４年１月１７日 

日本経済団体連合会 会  長 十倉 雅和 

日 本 商 工 会 議 所 会  頭 小林 健 

経 済 同 友 会  代表幹事 新浪 剛史 

 

わが国経済は、コロナ禍からの活動正常化に伴い、設備投資意欲が顕在化し、

約３０年ぶりの高い賃上げが実現されるなど、停滞から成長への転換局面を

迎えている。デフレからの完全脱却を図るべく、構造的な賃上げや投資拡大に

よる経済好循環を実現していく主体は、我々民間、経済界である。経済好循環

の実現は、全従業員数の約７割を雇用する中小企業が自己変革による付加価

値拡大とともに、価格転嫁を通じて持続的な賃上げの原資を確保できるかが

鍵となる。 

昨年１月、経済３団体で「パートナーシップ構築宣言」の実効性向上につい

て共同要請を発出し、宣言企業数は倍増し、政府の取組みも強化されてきてい

るが、公正取引委員会や中小企業庁の調査では、未だ十分な価格転嫁が進んで

いるとは言い難いのが実情である。 

ここに経済３団体として、会員企業、特にサプライチェーン上位に位置する

大企業、中堅企業に対して、「パートナーシップ構築宣言」の趣旨の徹底と実

行を強力に進めるとともに、未宣言企業に対して宣言への参画を呼びかける。 

 

 

１．経営者自らが先頭に立った、取引適正化への取組み強化 

・ 経営者自らが先頭に立ち、 「パートナーシップ構築宣言」について、積極的

に宣言・公表を行うとともに、実行とフォローのための社内体制を明確に

示し、取引適正化の徹底を図る。 

・ 大企業等の発注者は、受注者である中小企業等の要請に真摯に向き合うと

ともに、中小企業等の受注者は、臆することなく価格交渉を申し入れ、価

格転嫁を新たな商習慣としていく。 

・ 宣言内容について、下請中小企業法に基づく振興基準の改正等を踏まえ、

不断に見直すとともに、直接の取引先を通じて、その先の取引先へ働きか

けることで宣言の実効性確保と社会全体への浸透を図る。 
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２．労務費を含む適切な価格転嫁の推進 

・ 業界の商習慣等により対応が極めて困難な労務費の転嫁を推進するため、

昨年 11 月、内閣官房と公正取引委員会から「労務費の適切な転嫁のため

の価格交渉に関する指針」が公表された。発注者及び受注者双方が同指針

に示された「１２の行動指針」（別添参照）に沿った行為を徹底すること

で、持続的な賃上げと価格転嫁の商習慣化をサプライチェーン全体で実現

させる。 

・ とりわけ、経営トップが社内外に方針を示すとともに、最低賃金上昇率、

春季労使交渉の妥結額・上昇率等公表資料を基に価格交渉・転嫁を行う。 

 

３．サプライチェーン全体の成長に向けた取組み 

・ サプライチェーン全体で商品・サービスの付加価値向上を図るとともに、

適正価格での提供について最終消費者の理解を得られるよう啓発を行う。

政府には、メディア等を活用し、「良いものには値が付く」ことへの理解促

進を図られたい。 

・ パートナー企業との連携により、サプライチェーン全体での付加価値向上

を図る。人手不足が深刻化する中、デジタル化による生産性向上や省力化

など、下請中小企業単体では対応が難しい課題解決にも積極的に挑戦する。 

・ 自社の属する業種・業界・サプライチェーンにおける課題を適切に把握す

るとともに、業界内で依るべき優良な取引慣行について体系的な改善サイ

クルの確立を図る。 

 

以上 
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別紙 

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」 

発注者及び受注者が採るべき行動／求められる「１２の行動指針」 

 

【発注者として採るべき行動／求められる行動】 
 

行動① 本社（経営トップ）の関与 

トップが方針を書面等の形に残る方法で社内外に示す 

行動② 発注者側からの定期的な協議の実施 

発注者から協議の場を設ける。スポット取引も対象 

 行動③ 説明・資料を求める場合は公表資料とする 

最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額や上昇率等 

行動④ サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行う 

受注者がその先の取引先との取引価格を適正化すべき立場にいることを常に意識 

行動⑤ 要請があれば協議のテーブルにつく 

労務費の転嫁を求められたことを理由として、不利益な取扱いをしない 

行動⑥ 必要に応じ考え方を提案する 

必要に応じ、労務費上昇分の価格転嫁に係る考え方を提案 

 

【受注者として採るべき行動／求められる行動】 
 

行動① 相談窓口の活用 

国・地公体、支援機関（商工会議所・商工会等）の相談窓口を活用し、 

交渉方法について情報収集し交渉に臨む 

行動② 根拠とする資料 

最低賃金、春季労使交渉等の公表資料を用いる 

行動③ 値上げ要請のタイミング 

定期的な機会、受注者が申出やすいタイミングを活用 

行動④ 公表資料を活用して自ら希望する額を提示 

発注者からの提示を待たず、受注者側からも希望価格を提示する。 

その際には自社の労務費だけでなく、自社の発注先やその先の取引先の労務費も考慮 

 

【双方が採るべき行動／求められる行動】 
 

行動① 定期的なコミュニケーション 

行動② 交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管 


